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＜事業承継信託の基本的な仕組み＞ 

事業承継信託とは、現企業オーナーが保有する自社株式や経営に関する権利を信託し、あらか

じめ定めた条件に従って後継者へ承継させる仕組みです。一般には、信託銀行や信託会社など

を受託者とする「商事信託」の形で利用されることが多く、「 自社株承継信託 」とも呼ばれていま

す。 

 

この仕組みの大きな特徴は、企業オーナーの意思を信託契約という形で明確に残し、その内容

に基づいて将来の承継が実行される点にあります。これにより、 

・企業オーナーの死亡や引退時にもスムーズな権限移行が可能 

・経営の空白期間の発生を防止 

 

といった効果が期待できます。 

 

もっとも、信託契約の締結には委託者である企業オーナーの十分な判断能力が前提となります。

認知症の発症や健康状態の悪化により判断能力が低下すると、適切な契約締結が困難となるた

め、早期の検討・準備が極めて重要です。 

 

＜柔軟な制度設計が可能＞ 

信託の大きなメリットの一つは、その設計の自由度の高さにあります。 

特に株式の信託においては、 

・議決権（経営権） 

・財産権（配当等を受け取る信託受益権） 

を分離して設計できるため、経営と財産承継を切り分けながら、関係者の意向に応じた柔軟なス

キーム構築も可能です。 

 

①相続タイプ（遺言代用型） 

～亡くなった後、経営の空白期間を発生させることなく後継者へバトンタッチ～ 

 

企業オーナーが保有されている自社株式を受託者（信託会社等）に信託。企業オーナーがご存

命中は、受託者（信託会社等）に議決権行使の指図をすることができ、受託者（信託会社等）を通

じて自社株式の配当等を受取ることができます。企業オーナーに万が一のことがあり、相続が発

生した際は、遺産分割協議を経ることなく速やかに後継者の方に自社株式をお渡しすることがで

きます。 
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②生前贈与タイプ（議決権留保型） 

～経営は自分、財産は先に後継者へ～ 

 

企業オーナーが保有されている自社株式を受託者（信託会社等）に信託。信託契約で、議決権

（経営権）を企業オーナーに留保する一方、財産権（配当等を受け取る信託受益権）は後継者に

贈与するタイプです。企業オーナーに万が一のことがあり、相続が発生した際は、遺産分割協議

を経ることなく速やかに後継者の方に自社株式をお渡しすることができます。 
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利便性の高い制度である一方、導入にあたっては以下の点に注意が必要です。 

 

① 他の相続人とのバランス 

後継者に株式を集中させることで、他の相続人との間に不公平感が生じ、遺留分侵害額請求に

発展する可能性があります。そのため、全体の財産配分や補完的な対策（生命保険の活用など）

も含めた総合的な設計が重要です。 

 

② 税務面の検討 

信託を活用した場合、事業承継税制の適用が制限されるケースがあります。税務上の影響はス

キーム選択に大きく関わるため、慎重に検討する必要があります。 

 

③ コスト・運用面 

商事信託を利用する場合には信託報酬が発生するため、費用対効果の観点からの検討も欠か

せません。なお、日税グループには商事信託の信託会社がありますので、お気兼ねなく費用等

についてご相談ください。 

 

＜まとめ＞ 

事業承継信託は、経営権の安定的な承継を実現する有力な選択肢の一つであり、特に経営権

の分散リスクを回避する観点から有効とされています。 

もっとも、 

・遺贈 

・生前贈与 

・有償譲渡 

・会社法における種類株式の活用 

など、複数の手法との比較検討を行ったうえで、自社にとって最適な承継方法を選択することが

重要です。 

 

株式会社日税経営情報センター 
2018年創業。全国の中小企業や経営者に対して、顧問税理士と共に経営に関する専門的なコンサルティ

ング及び、M&Aをはじめとした資産・事業承継を検討から実行までのサービスを提供している。 

■■■■ 著 作 権 な ど ■■■■■ 

著作権者の承諾なしにコンテンツを複製、他の電子メディアや印刷物などに再利用(転用)することは、著作

権法に触れる行為となります。また、メールマガジンにより専門的アドバイスまたはサービスを提供するもの

ではありません。貴社の事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う前に必ず資格の

ある専門家のアドバイスを受ける必要があります。メールマガジンにより依拠することによりメールマガジン

をお読み頂いている方々が被った損失について一切責任を負わないものとします。  

 

 

参考 

日税経営情報センター コラム (信託)：https://www.nbs-nk.com/column/index.php?category=trust 
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